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Failures of roofing materials are one of the major damages to buildings in developing countries. These buildings are 

often built by non-experts with little engineering intervention. Whereas manuals for safer non-engineered 

constructions are being published, these do not clarify the target reliability levels that the manuals intend nor provide 

those use the manuals with options regarding target reliability of buildings. This study aims at developing a system, 

with which users can know the specifications regarding roofing design according to the target reliability they choose. 

By using such a system, users can recognize the cost effectiveness of the upgrading of roofing design. 

 

１．はじめに 

 東南アジアの開発途上国において，一般住宅や

学校建物の屋根ふき材が強風により剥離する被害

が多数報告されている[1]。これは，工学的な知見

に乏しい施工者によって建物が施工されるケース

が多く，屋根ふき材に十分な安全性が確保されて

いないことに起因すると考えられる。このような

被害を低減するために，例えば国際世界赤十字で

は開発途上国で多く用いられている波型トタン板

を用いた屋根葺きの具体的な施工方法に関するマ

ニュアルを提供している[2]。一方，減災への投資

判断をする際には投資費用に対する効果を説得力

のある形で提供することが重要であるが，上記マ

ニュアルはどのような信頼性を目標としているの

かを示していない上に，マニュアルの利用者が主

体的に設定した目標信頼性に応じた仕様を提供す

るものではない。従って，任意の目標信頼性を達

成するために必要な投資費用およびその費用対効

果が不明である。 

 そこで，本研究では屋根ふき材（波型トタン板）

および緊結部に着目し，目標とする信頼性が与え

られた際に，その目標信頼性を実現する屋根ふき

材緊結部の設計クライテリアを提供するための一

連の仕組みを構築することを目的とする。本稿で

は，そのような仕組みを実現するための理論的背

景，データベースの作成およびその仕組みを利用

した設計クライテリアの算定例を報告する。 

２．方法論 

 本研究では上記の仕組みを実現するために信頼

性理論に基づく設計法（信頼性設計手法）を用い

る。具体的には，緊結部の主要破壊モードに対す

る破壊確率が許容値以下（＝目標信頼性以上）と

なるように設計する。このとき，設計クライテリ

アは以下の式で表現される。 

𝜓ோሺ𝛽்ሻ𝜇ோ ൐ 𝜓ௌሺ𝛽்ሻ𝜇ௌ (1) 

ここで， 

𝜓ோሺ𝛽்ሻ ൌ expሺെ𝛼ோ𝜉ோ𝛽்ሻ/ට1 ൅ 𝑉ோ
ଶ  (2) 
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である。式中において，𝑉ோ，𝑉ௌはそれぞれ対数正

規分布で近似した耐力𝑅，荷重効果𝑆の変動係数，

𝛼ோ，𝛼ௌはそれぞれ𝑅，𝑆の分離係数，𝜉ோ，𝜉ௌはそれ

ぞれ𝑅，𝑆の対数標準偏差，𝛽்は供用期間𝑇におけ

る目標信頼性である。なお，荷重効果𝑆は，供用期

間中の最大風速𝑉，ピーク風圧係数𝐶௣෢，空気密度𝜌，

緊結部 1 か所が負担する面積Aを用いて以下の式

で与えられる。 

𝑆 ൌ
1
2
𝜌𝑉ଶ𝐶௣෢𝐴 (4) 

上記の式(1)から(3)に基づいて，緊結部 1 か所が

負担する面積について設計クライテリアを求める

と式(5)となる。 
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なお、式(5)中の𝜆°および𝜉°は下付き記号が表す

確率変数の対数平均および対数標準偏差である 

以上の理論的考察に基づき，耐力および荷重効

果に関する確率変数の確率分布に関するデータベ

ースをあらかじめ構築しておけば，設計に関す 



る諸元および目標信頼性に応じて許容される緊結

部１か所あたりの負担面積を算出することができ

る。図 1 に構築する仕組みを示す。 

３．荷重効果と耐力の確率分布推定 

３．１．荷重効果 

荷重効果は式(4)に基づいて算出される。供用期

間中の最大風速の確率分布は，対象地点ごとに確

率台風シミュレーションあるいは他の統計手法に

より推定する。ピーク風圧係数の確率分布は建物

の形状ごとに風洞実験により推定する。一部既存

のデータベースを活用する[3]。なお，耐風設計で

一般的に用いられている「ピーク風圧係数」はピ

ーク風圧係数の平均値のことであるが、ここでは

ピーク風圧係数を確率変数と考えている。 

３．２．耐力 

本研究では，屋根ふき材の主要な破壊モードと

して，釘の引き抜けおよび釘の頭抜けを考える。

耐力の確率分布はそれぞれの破壊モードごとに与

えられる。耐力の確率分布は，母材の種類，緊結

材（くぎ）の径や長さおよびトタン板の厚みごと

に材料実験を行った結果をもとに推定する。図１

（上）に実験装置の写真および実験により得られ

た結果の一部を示す。 

４．算定例 

 ここではフィリピン中部太平洋側に位置する住

宅に対する算定結果を示す。対象住宅は，高さ 4m, 

幅 8m, 奥行 12m，屋根勾配は 26.7°の切妻屋根を

有する平屋住宅である。屋根支持部材にはココヤ

シ(平均密度 397kg/m3)，釘には全長約 65mm, 胴部

径 3.9mm, 頭部径 20mm のもの，波型トタン板に

は厚さ約 0.4mm のものを用いるとした。供用期間

を 20 年とし，許容破壊確率を 10%として，屋根各

部において釘１本あたりの負担面積を算出した。

図２に結果を示す。 

 

図 2 屋根各部における釘 1本あたりの 

許容負担面積 

４．まとめ 

 目標信頼性を実現する屋根ふき材緊結部の設計

クライテリアを提供するための一連のシステム構

築を試み，その設計クライテリアの算定例を示し

た。 
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図 1 釘の緊結間隔を提示する概念図 


